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道路橋の現状
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道路橋ストックの現状

【出典：国土技術政策総合研究所資料】

架設年度別の橋梁架設数の推移
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架設年度

架設橋梁数

S42年度以前の架替数（方法１の推計）

Ｓ43年度～Ｈ17年度（架替調査）の架替数

H18.4.1現在の未供用数（推計）

H18.4.1現在（現況調査）の供用数

対象橋梁：一般国道＋都道府県道、橋長１５ｍ以上

５０歳以上

１０年後に５０歳以上
２０年後に５０歳以上
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道路橋ストックの現状

全橋梁数

高速自動車国道
６，７４７橋

一般国道
（指定区間）
２０，３１２橋

一般国道
（指定区間外）
　３０，０２１橋

都道府県道
１００，２５０橋

市町村道
５２０，５５３橋

計＝６７７，８８３橋

うち、１５ｍ以上の橋梁数

計＝１５１，９６０橋

市町村道
８８，０９８橋

都道府県道
３２，９８１橋

一般国道
（指定区間外）
　１２，８９９橋

一般国道
（指定区間）
１１，３６８橋

高速自動車国道
６，６１４橋

出典：道路統計年報2008
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速やかな補修が必要な橋梁数比率
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架設年注：橋梁管理カルテ(H19.4)による、
　　定期点検結果の対策区分の判定がＣ、Ｅ１、Ｅ２の橋梁数
　　／定期点検済み橋梁数

直轄道路橋の実態
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鋼部材の腐食
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鋼部材のき裂
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コンクリート部材のアルカリ骨材反応

Ｔ形RC橋脚
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コンクリート部材の塩害
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コンクリート床版の疲労
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コンクリート部材の様々な劣化・損傷
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重大な事故、損傷の発生
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主げたの大亀裂発生の事例

主桁亀裂位置（外側） 亀裂の状況（内側）

形式：鋼３径間連続板桁橋

橋長：１２８．０２m
完成：１９７２年
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コンクリート内部の鋼材破断事例

一般国道23号木曽川大橋

鋼トラス橋
橋長858.46m
S38竣工
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塩害による橋梁架け替え

Ｐ　Ｃ　橋

鋼材の
腐食
12.1%

その他
18.2%

同右、
（塩
害）

51.5%

床版の
破損
9.1%

コンク
リート桁

の亀
裂・剥

離
9.1%

上部工の損傷による架替理由

出典：国総研資料（平成18年度調査）
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アルカリ骨材反応による内部鉄筋の破断
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（何が問題なのか？）

道路橋の維持管理に対する問題認識
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見ていない？



19

地方自治体橋梁の管理状況
【定期点検の実施状況】

【理

 
由】

都道府県・政令市（６４）

実施している
９７％（６２）

今年度中に
実施予定→
３％（２）

市区町村（1,799）

←実施してい
る
１０％（１８２）

今年度中に
実施予定→
７％（１１７）

実施していない
８３％（１，５００）

国土交通省調べ
（平成１９年９月調査）

定期点検を実施していない主な理由

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

土木技術者数的に、実施困難

財政的に、実施困難

専門的知見（技術力）がない
又は不足しているため、実施困難

（％）
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緊急点検で見つかった重大損傷
 コンクリート内部の鋼材破断事例
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見てもわからない？
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①

正確にはわからない

劣化や損傷と

性能低下の関係

②

維持管理技術者が、

あらゆる劣化や損傷に

精通するのは困難
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外観目視の限界も？
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外観目視の限界も？
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ゲルバー橋の崩壊（カナダ）
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将来は見えない？
先のことは考えられない？



27

極めて多様な劣化要因

？
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極めて多様な劣化形態

幅の小さい１方向ひびわれ 格子状ひびわれ

遊離石灰を伴う格子状ひびわれ 抜け落ち

？
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適切な治療が受けられない？
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高度な専門性が必要とされる事象の多発

溶接不可部
（メタルタッチ）

開先

柱フランジ

ウェブ
梁フランジ

鋼製橋脚（角柱）隅角部のき裂
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高度な専門性が必要とされる事象の多発

X Y

Z

7.796

-21.37

-50.55

-79.72

-108.9

-138.1

-167.2

-196.4

-225.6

-254.7

-283.9

-313.1

-342.3

-371.4

-400.6

-429.8

-458.9Output Set: MSC/NASTRAN Case 12
Contour: Solid Min Prin Stress
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やるべきことも全てはできない？
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※要対策橋梁箇所とは、定期点検において橋梁主要部材（桁、床版、橋

 台、橋脚等）に関し

 

「C判定」と判定されている橋梁を対象。

鋼部材の腐食

コンクリート部材の
剥離・鉄筋露出

対策実施済み
橋梁箇所

要対策
橋梁箇所

495 495

1425

2624

930

1199

1476

500
236

82

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

要対策
橋梁箇所

点検により見つかった
要対策橋梁箇所

直轄管理橋梁の要対策箇所の状況
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◆◆
 

解決の方向性解決の方向性
 「ライフサイクル「ライフサイクルコストコスト縮減」と「管理の合理化」縮減」と「管理の合理化」

維持・管理の今後の方向性

◆現状

・膨大な道路資産

・それらの確実な高齢化

・各種損傷の発生

◆前提

・限られた予算と人員



35

ライフサイクルコストの縮減手段
コストコスト

初期コスト初期コスト
ライフサイクルライフサイクルコストコスト

TT（時間）（時間）

管理コスト管理コスト

①予防保全①予防保全

（適時の対応）（適時の対応）

②②長寿命長寿命化技術化技術 ③③C/BC/Bの低減の低減

（＝（＝B/CB/Cの向上）の向上）

コストコスト

時間時間

コストコスト

時間時間

コストコスト

時間時間

寿命寿命
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予防保全のため、仕組みの改善

点検

評価

対策 予測

「見ていない」の解消

→

 
必要なデータの取得

「先のことは見えない」

の解消

→ 劣化予測

「見てもわからない」の解消

→ 評価技術

→

 
技術力の確保

「適切な治療が受けられない」

 の解消

→

 
技術開発

→

 
技術力の確保

「やるべきことも全てはできない」

 の解消

→

 
全体マネジメント

→

 
合意の形成・情報の共有
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「見ていない」の解消
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通常点検

定期点検

異常時点検

追跡調査

詳細調査

橋梁点検

特定点検

中間点検

点検の役割

日常の巡回

地震や台風等の災害

定期点検を補う（中間年）

定期的に損傷把握

塩害等の特定事象

損傷原因等の把握

損傷の進行状況

通常

定期

特定

異常時

道路橋の点検について（直轄の例）
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定期点検の基本は全部材への近接と外観目視
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近接して見つかった耐候性鋼の異常
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点検頻度の改訂

回／５年

S63要領 H16改訂

２年以内

・供用後概ね２年程度の間に初期欠陥の多くが現れる。
・次回点検までの間に緊急対応が必要になる事態を避ける。
・補修等の必要性の判定精度の観点。

初 回

2回目以降

回／１０年

回／２年

◆遠望目視

◆近接目視 ◆近接目視
＜定期点検＞ ＜定期点検＞
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内外の定期点検

頻度頻度 方法方法 範囲範囲

直轄道路橋直轄道路橋 ５年毎５年毎 近接目視近接目視 全部材全部材

高速道路３社高速道路３社 ５年毎５年毎 近接目視、打音近接目視、打音 全部材全部材

東京都東京都 ５年毎５年毎 近接目視近接目視 全部材全部材

米国米国 ２年毎２年毎 近接目視近接目視 全部材全部材

英国英国 ６年毎６年毎 近接目視近接目視 全部材全部材

仏国仏国 ３年毎／３年毎／
 ６年毎６年毎

近接目視近接目視 全部材全部材

出典：道路局ＨＰ、道路橋の予防保全に向けた有識者会議、資料
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長寿命化修繕計画策定事業費補助制度の創設（道路局）

○事後的保全から、予防的保全への転換へ誘導。

長寿命化修繕計画策定事業費補助制度の創設

○制度創設：平成１９年度

○支援内容：長寿橋化修繕計画に要する費用の１／２を補助

橋梁の健全度把握（点検）

長寿命化修繕計画の策定

予防的修繕による長寿命化
計画的な架け替え

地
方
自
治
体
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社会資本施設の維持管理法体系の例

港湾 鉄道 空港 建築

法 ・省令で定める技術

基準に適合するよ

う維持すること

・建設は、省令

で定める技術

基準によること

・管理は、省令で定め

る技術基準によること

・大臣が政令による検

査を行う

・省令で定める技

術基準により、

資格者による定

期調査を行うこと

政
 令

・技術基準対象施

設を規定

・大臣が行う検査は、

毎年２回以内

・定期調査対象施

設を規定

省
 令

・維持管理計画を定

めること

・点検、診断を行うこと

・その他告示で定める

・実施基準を定

めること

・定期検査を行

うこと

・告示に従うこと

・保安上の基準を規定 ・定期報告は概ね

６月から３年の

間隔

・有資格者

告
 示

・維持管理計画に定

める標準を規定

・定期検査の周

期を規定（橋

梁は２年以内）
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（管理者の別なく）確実に「見ている」状態の実現
 には

 「法等による制度化」も不可欠か？

港湾港湾 鉄道鉄道 空港空港 建築建築 道路道路

設置者設置者 国、自治体等国、自治体等 民民 国、自治体等国、自治体等 民民 国、自治体等国、自治体等

管理者管理者 自治体等自治体等 民民 自治体等自治体等 民民 国、自治体等国、自治体等

利用形態利用形態 船会社船会社

国民は乗客国民は乗客

鉄道会社鉄道会社

国民は乗客国民は乗客

航空会社航空会社

国民は乗客国民は乗客

国民が国民が

 直接直接
国民が直接国民が直接

法資格法資格 ーー ーー ーー 建築士建築士 ーー

損傷が事故損傷が事故

 
に繋がる危険に繋がる危険

 
性性

大大

点検義務点検義務 ○○ ○○ ○○ ○○ ？？

点検頻度点検頻度 ーー ○○ ーー ○○ ？？

点検資格点検資格 ーー ーー ーー ○○ ？？

大臣検査大臣検査 ーー ーー ○○ ーー ？？
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データ取得の課題を克服するための技術開発

見えるものを見る
→

診るためのものを

 見る

点検
の

負担軽減

もれなくむら無く
→

無理なく無駄なく
きめ細かく

（カスタマイズ）

情報把握
の

最適化

見えない箇所

 の検査技術
自動化

機械化

変状のモニタ

 リング

見づらい箇所

 の検査技術

異常検知
（アラーム）

多様な情報の

 高度活用によ

 る差別化

合理化・省力化信頼性の向上

従
来
型
管
理

の
高
度
化

管
理
体
系
の
高
度
化

（
し
く
み
を
か
え
る
）

デジタル化

対応の最適化

 （集団検診
→個別診断）

点検・管理の

高度化・効率化・適正化

＋

 
これらの開発が促進される仕組み
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電磁誘導法

超音波探傷試験

診るために見る技術（内部を知る）

磁束イメージ 測定波形
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

 
調査

 
橋梁



 
ポストテンション方式PCT
桁高が大き
桁下上の応力差が大きい



 
着目点

■ 表面波伝搬特性

 
■ 透過波伝搬特性

 調査調査

 
橋梁橋梁

 ポストテンション方式ポストテンション方式PCTPCT
桁高が大き桁高が大き
桁下上の応力差が大きい桁下上の応力差が大きい

 着目点着目点
■■

 
表面波伝搬特性表面波伝搬特性

 
■■

 
透過波伝搬特性透過波伝搬特性

12.3

圧縮応力

分布

(N/mm2)

2.43

PC鋼材

入力
受信

2
5
0
0
m

m
診るために見る技術（応力状態を知る）
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表面伝搬特性表面伝搬特性

鋼球

打撃

受信子

0

500

1000

1500

2000

2500

4150 4350 4550 4750

衝撃弾性波　2点間伝搬速度　(m/sec)

桁
下

か
ら

の
高

さ
位

置
　

(
m
m
) R150 L150

L300 L600

桁センター

からの距離

PC鋼

 材 12.3

圧縮
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支間センター(CL)からの距離（mm）
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け
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下
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ら
の
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(
m
m
)伝搬速度

 

(m/sec)

PC鋼材

入力

12.3

応力
分布

(N/mm2)

2.43

受信

透過伝播特性透過伝播特性
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赤外線計測技術の高度化
（自己相関ロックインサーモシステム）

• 完全遠隔・非接触で微小変動の計測を実現

参照信号

赤外線

 カメラ

PC

50

点検の負担を軽減する（効率と品質の両立）

膨大な溶接線を

高効率で高精度に

点検できる可能性
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自己相関処理によるき裂検出

き裂先端き裂先端

応力波形のリアルタイム計測

疲労き裂の検出結果例（大学への委託研究）

51
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健
全
性

導入プレストレスの低下

健全

ひび割れが発生する恐れが

 ある領域

３０％

導入緊張力が３割程度低下しているか否かだけでもわかれば・・

ひび割れが確認できる領域

技術開発促進を図る（ニーズの見極めと明示）

同基準PC橋のPC力低下と
 性能低下の関係の試算
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無理なく無駄なくきめ細かく（カスタマイズ）

疲労亀裂発生径間数割合（平面形状別）

0%
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20%

30%
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曲線橋
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疲労亀裂発生径間数割合（支間長別）
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膨大な点検データの網羅的分析の試み

→
 

点検頻度・着目箇所の最適化
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「先のことは考えられない」の解消
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コンクリート上部工：ひびわれ発生後
の遷移確率（５年以内）
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コンクリート下部工　ひびわれ
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劣化予測技術の開発
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損傷実態とかぶり規定の関係の例

多様な条件下で理論や実験との乖離が実橋では不可避

B地区
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しかし・・・
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データ 評価 予測 対策

構造物の諸元データ
橋梁名、橋長
架設場所、構造形式
架設年次,ID番号
部材番号、交通量など

主
と
し
て
デ
ー
タ
に
基
づ
く

定
量
的
・
客
観
的
評
価

専
門
家
等
の
知
見
に
よ
る

定
性
的
・
総
合
評
価

補修等履歴データ

損傷程度の把握
部材の亀裂・腐食状

 
況などの損傷データ

 
（近接目視点検）

特定損傷状況の詳細調査
①塩害特定点検
②ASRの点検
③鋼製橋脚隅角部亀裂損傷に関する点検
など

その他点検
異常時点検
日常巡回点検

 

など

対策区分の判定データ
診断（近接目視点検）

BMS
①マクロシミュレーション

（シナリオ相互の比較）
②条件該当橋梁の抽出
③計画の妥当性チェック

管
理
計
画

BMSの導入

前述の点検結

 果分析を反映



58

「見てもわからない」の解消
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点検における取得データ（直轄）

対策区分の判定

■客観的事実としての損傷の程度を把握

専門性が不可欠

■橋や部材への影響を考慮した対応の助言

詳細調査詳細調査の必要がある。の必要がある。ＳＳ

維持工事維持工事で対応する必要がある。で対応する必要がある。ＭＭ

その他，その他，緊急対応緊急対応の必要がある。の必要がある。Ｅ２Ｅ２

構造の安全性，構造の安全性，緊急対応緊急対応の必要がある。の必要がある。Ｅ１Ｅ１

速やかに速やかに補修等を行う補修等を行う必要がある。必要がある。ＣＣ

状況に応じて状況に応じて補修を行う補修を行う必要がある。必要がある。ＢＢ

損傷がないか，軽微，補修の必要がない。損傷がないか，軽微，補修の必要がない。ＡＡ

判定の内容判定の内容
判定判定
区分区分

詳細調査詳細調査の必要がある。の必要がある。ＳＳ

維持工事維持工事で対応する必要がある。で対応する必要がある。ＭＭ

その他，その他，緊急対応緊急対応の必要がある。の必要がある。Ｅ２Ｅ２

構造の安全性，構造の安全性，緊急対応緊急対応の必要がある。の必要がある。Ｅ１Ｅ１

速やかに速やかに補修等を行う補修等を行う必要がある。必要がある。ＣＣ

状況に応じて状況に応じて補修を行う補修を行う必要がある。必要がある。ＢＢ

損傷がないか，軽微，補修の必要がない。損傷がないか，軽微，補修の必要がない。ＡＡ

判定の内容判定の内容
判定判定
区分区分

損傷程度の評価 統計分析等にも

ｅｄｃｂ

小

 

－－－－－－－－－－

 

大

ａ

損傷の程度

評価区分
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点検技術者資格の比較
直轄国道直轄国道 高速３社高速３社 東京都東京都 米国米国

法規定法規定

英国英国 仏国仏国

橋梁検査員

対策区分の

 判定を行う

 のに必要な

 能力と実務

 経験

橋梁点検員

損傷状況の

 把握を行う

 のに必要な

 能力と実務

 経験

・学校卒業

後の実務

経験

○年以上

又は

・一級土木

施工管理

技師

・学校卒業
後の橋梁
実務経験
○年以上

プログラムマネー

 ジャー：
・登録技術士（P

E）又は10年の
橋梁点検経験

・かつ、FHWA公
認研修修了者

チームリーダー：
・プログラムマ

ネージャー資格
・5年の橋梁点検

経験、又は、
橋梁安全点検
者の資格、かつ、
FHWA公認研修
修了者

 等

点検責任

 者

・認定土木
又は構造
技術者

点検責任者：
次の者で、面接

 合格者
･5年の工学教

育を受けた者
･橋梁検査研修

修了者

点検員：
次の者で、面接

 合格者
・２年の工学教
育を受けた者
等
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「やるべきことも全てはできない」の解消
 

・全体マネジメント
 ・維持管理の省力化（点検合理化）

 ・合意の形成・情報の共有
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データ 評価 予測 対策

構造物の諸元データ
橋梁名、橋長
架設場所、構造形式
架設年次,ID番号
部材番号、交通量など

主
と
し
て
デ
ー
タ
に
基
づ
く

定
量
的
・
客
観
的
評
価

専
門
家
等
の
知
見
に
よ
る

定
性
的
・
総
合
評
価

補修等履歴データ

損傷程度の把握
部材の亀裂・腐食状

 
況などの損傷データ

 
（近接目視点検）

特定損傷状況の詳細調査
①塩害特定点検
②ASRの点検
③鋼製橋脚隅角部亀裂損傷に関する点検
など

その他点検
異常時点検
日常巡回点検

 

など

対策区分の判定データ
診断（近接目視点検）

BMS
①マクロシミュレーション

（シナリオ相互の比較）
②条件該当橋梁の抽出
③計画の妥当性チェック

管
理
計
画

BMSの導入

前述の点検結

 果分析を反映
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分析例①

 
：

 
鋼橋の腐食

湿気の多い桁端部、排水経路の弱

 点箇所等の特定箇所で集中的に腐

 食が進行する。

端
支

点

1/4支
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支
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中
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間
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支

点

外桁

中桁
外桁
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桁端部の損傷例

鋼単純鈑桁
腐食の部位別損傷点数

分析例②

 
：

 
床版ひびわれ

路面段差等により自動車荷重の

 動的影響が大きくなる桁端部付近で

 は劣化が進行しやすい。

鋼単純鈑桁
床版ひびわれの部位別損傷点数

端
支

点

1/4支
間

支
間

中
央

3/4支
間

端
支

点
張

出

張出
外桁

中桁
外桁

張出

0
50

100
150

200
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端部床版の損傷例

鋼単純鈑桁
床版ひびわれの部位別損傷点数

点検の合理化への取り組み
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国総研資料「道路橋に関する基礎データ収集要領(案)」

桁端部 a～e 腐食 桁端部 a～e

中間部 a～e

桁端部 a～e 亀裂 桁端部 有無

中間部 a～e

ボルトの脱落 有無

桁端部 a～e

中間部 a～e

防食機能の劣化 a～e

ひびわれ a～e a～e

漏水・遊離石灰 a～e

鉄筋露出 有無

抜け落ち a～e 抜け落ち 有無

ｺﾝｸﾘｰﾄ補強材の損傷 a～e

端部2パネル a～e
床版ひびわれ(・
漏水・遊離石灰)

端部2パネル a～e

中間部 a～e

うき a～e

PC定着部の異常 有無

遊間の異常 a～e

伸縮継手部 a～e

その他 a～e

舗装の異常 a～e

支承の機能障害 a～e 支承の機能障害 有無

その他 a～e

定着部の異常 a～e

変色・劣化 a～e

漏水・滞水 a～e

異常な音・振動 a～e

異常なたわみ a～e

変形・欠損 a～e

土砂詰り a～e

下部工 a～e

支点 a～e

洗掘 a～e

ゆるみ・脱落 a～e

剥離・鉄筋露出 a～e

コ

ン

ク

リ

ー

ト

部

材

の

損

傷

路面の凹凸

共

通

の

損

傷

共

通

の

損

傷

そ

の

他

の

損

傷

そ

の

他

の

損

傷

沈下・移動・傾斜

コ

ン

ク

リ

ー

ト

部

材

の

損

傷

路面の凹凸

床版ひびわれ

H16 直 轄 要 領 本 要 領 ( 案 )

鋼

部

材

の

損

傷

鋼

部

材

の

損

傷

腐食

亀裂

破断 破断

下部工の変状
（沈下・移動・傾
斜・洗掘）

下部工 有無

有無

有無

ひびわれ・漏水・
遊離石灰

定期点検要領（案） 基礎データ収集要領（案）○概要

点検結果の分析をもとに、

点検要領より５０％以上取得データを

削減しつつも、概略の橋の状態を

できるだけ捕捉

腐食の部位別損傷点数

→

 
点検未実施橋梁の早期解消への貢献

→

 
点検要領策定への参考資料

定期点検要領定期点検要領((案案)) 基礎データ収集要領基礎データ収集要領((案案))

２６損傷２６損傷××５段階評価５段階評価

＝＝130130区分区分

１２損傷１２損傷××２～５段階評価２～５段階評価

＝＝3333区分区分(25%)(25%)

橋梁全体橋梁全体 腐食：桁端部腐食：桁端部

 

等等

近接目視近接目視 下部工：遠望目視下部工：遠望目視

 

等等

損傷程度の評価損傷程度の評価 約５割以上の削減約５割以上の削減

対策区分の判定対策区分の判定 対象外対象外
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満足度指標（Sufficiency Rating;SR)による橋の評価
 SR=S1+S2+S3+S4 

(SR＜50:更新あるいは補修の対象, SR≦80:補修の対象)

SRの構成要素 評 価 項 目 最大値

S1 構造的適

 性・安全性

・上部構造のNBI点検ランク、・下部構造のNBI点検ランク

・安全に使用可能な荷重レベル

55%

S2 使用性・機

 能的陳腐

 化

・床版のNBI点検ランク

・構造的評価：日平均交通量と安全に使用可能な荷重の関係

・床版形状：幅員、床版上の最小鉛直クリアランス

・桁下クリアランス、排水設備の適性

・進入路の線形、道路幅の不十分度

・床版上の最小鉛直クリアランス（STRAHNETの場合）

30%

S3 公共的重

 要性

・迂回路の延長

・日平均交通量

・重要路線かどうか？

15%

S4 特別減点 ・迂回路の延長、交通安全性（ガードレール等）、構造形式など 13%

情報の共有化（米国の指標化）
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指標化と共有（米国の例）
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米国ミネソタ州での情報公開の例

点数帯を選択

 （20ー40）

複数項目の組合せ
・ＦＯ、ＳＤ
・点数
・日交通量
・建設年

縮尺は自由
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ＩＱＯＡ：
構造物の外観状態に基づき状態判定

クラス 橋梁の状態

１ 良好

２ 軽微な欠陥あり

２Ｅ クラス２だが、短期間で

 クラス３に移行

３ 重大な欠陥あるも、緊

 急補修は不要

３Ｕ 重大な欠陥があり、緊

 急補修が必要

橋梁状態報告書を出版。
・その中で、県別に、クラス３と３Ｕの

橋面積図等を掲載

情報の共有化（仏国の指標化）
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我が国の情報共有（直轄道路の指標）

道路構造物保全率

＝
延長１５ｍ以上の橋梁総延長

今後5年程度は通行規制や重量制限の必要の無い段階
 で予防的修繕が行われている橋梁の延長

予防保全率

＝
三大損傷（塩害・ASR・疲労）の対象となる橋梁数

三大損傷の対象となる橋梁数のうち
早急な対策の必要がない橋梁数
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新たな管理指標の取りくみ

◆橋梁の機能
 

→
 

耐荷性、走行安全性、災害抵抗性に３区分

健　　全

要 補 修

緊急対策

100

 60

 30

  0

指標値 耐　荷　性

走行安全性 災害抵抗性

55

28
82 30

60

耐荷性

走行安全性
災害抵抗性

60

60

30

30

耐荷性：
重量車両の通行に対する信頼性

走行安全性：
日常的な安全・
快適な車両走行
に対する信頼性

災害抵抗性：
災害時に所要の
機能・性能が発揮
されることの信頼性
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新たな管理指標の取りくみ
定期点検結果

 
→

 
損傷グレード付け

 
→

 
減点数

要求性能ごとの重み係数

要求性能ごとの橋梁単位の指標
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関東地整

山梨県

全国

新たな管理指標の取りくみ
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耐荷性

荷重制限 突発的事故 路面状態 地震 豪雨 風

早期に荷重制
限や通行止め
に至る恐れの
程度

突発的な事故
等が生じる恐れ
の程度

安全かつ快適
な走行が脅か
される恐れの
程度

突風により自
動車が横転す
る危険性の程
度

橋梁

・主桁
・床版
の疲労損傷や
材料劣化

・床版の抜け落
ち

・段差（伸縮装
置）の状況

・下部工の傾
斜
・支承の損傷
・落橋

ー ー

トンネル
ー ・覆工コンクリー

ト片の落下
・覆工の崩落

ー ・覆工の損傷 ー ー

舗装

ー ・路面陥没 ・わだち
・冠水
の状況

ー ー ー

土工

ー ・浮き石の落下
・路肩崩壊
・対策工の損傷

ー ・対策工の損
傷
・段差の発生

・対策工の損傷
・のり面の崩壊

ー

地震時や豪雨時に所定のネッ
トワーク機能が発揮されない
恐れの程度

災害抵抗性走行安全性

ネットワーク機能に着目して、構造

 物群の性能を共通の指標で評価

構造物毎の評価によらず、

ネットワークとして優先評価

橋梁

トンネル

土工

新たな管理指標の取りくみ
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「適切な治療が受けられない」の解消

・必要な技術者

・補修・補強技術
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【塩害による再劣化事例】

塩害に対する表面塗装後に再劣化（ひびわれ発生）した事例

アルカリ骨材反応に対する防水被覆実施後に再劣化（ひび

 
われ発生）した事例

【アルカリ骨材反応による再劣化事例】

【主桁補強材の再劣化事例】

主桁に接着した補強鋼鈑が腐食した事例

補修・補強技術の開発と高度化

（再劣化）

長寿命化にも共通・不可欠
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桁切欠き部の補強桁切欠き部の補強

隅角部の補強

桁端部の補強桁端部の補強

隅角部の補強

補修・補強技術の開発と高度化

長寿命化にも共通・不可欠
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道路橋の予防保全に向けた有識者会議
（座長：田崎

 
忠行

 
(独）日本高速道路保有・債務返済機構理事）

第１回会議

 
平成19年10月24日

第４回会議

 
平成20年

 
５月１６日

 
道路橋の予防保全に向けた提言

1．点検の制度化
～すべての道路橋で点検を実施～

２．点検及び診断の信頼性確保
～技術基準、資格制度、人材育成を充実～

３．技術開発の推進
～信頼性を高め、負担（労力、コスト）を軽減する

技術開発を推進～

４．技術拠点の整備
～損傷事例の集積と発信、高度な専門技術者の育成～

５．データベースの構築と活用
～効率的な維持管理とマネジメントサイクルの確立～
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新設段階
 

～維持管理の足かせにさせないために～

完成
 

＝
 

管理すべき資産の出現

資産をどう作るべきなのか？資産をどう作るべきなのか？
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性能規定化と技術評価

・コスト縮減に資する適切な技術の採用

・信頼性も含めて必要な性能は担保

両立
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道路橋示方書の性能規定化
 ①要求性能を定義

「・・・安全な交通を確保することができる構造でな
 ければならない。・・・」（道路構造令より）

想定される対象物の状態（機能）

健全まま 限定使用可 ・・・ 落橋回避

想定すべき
橋のおかれる

状況

しばしばある状況 ○ × × ×

： ○ ○ × ×

まれに生じる状況 × ○ ○ ×

： × × ○ ○

＋

 
そうなることの「確からしさ」

性能マトリックス（イメージ）
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極まれな大地震に対しても

 
結構

 
早く通れるようできる

「１００年に１度の地震」で

 
９割位

 
落橋してない

「○△地震動」に

 
この手段で

 
変位○○、応力○○・・・

このとおりに作っておけ

橋の状態

部材の状態

おかれる

 状況

作用の範囲

外力の種類

工

 学

 的

 翻

 訳

工

 学

 的

 翻

 訳

翻訳の方法

翻訳の範囲

：：

②性能の工学的翻訳による定量化

道路橋示方書の性能規定化

部分係数など信頼性の概念
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③技術評価システムの確立

N I L I M

道路橋示方書の性能規定化
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国民
道路利用者

道路管理者 コンサル等
技術提供者

委員会など
（学識・有識等）

審査・評価

提供

法律

法解釈として採用

法として

 の保証

「道路橋示方書」など

提供

法の解釈としての基準
（管理者の責任で採用）

法解釈として保証

法解釈として

 合意

（高度な技術評価時）

任意の協力要請アドバイス

道路橋の一般的な性能照査体制の現状

「道路法」など
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必要

基準適用性評価の

 必要性の判断

基準適用性の評価
（適用の可否）

基準適合性の判断①
（基準によらない性能評価）

難易度低

技術提案 幅広い知識

 
と経験

高度専門性

技術の要件
「性能照査の段階と要件」

適用不可

基準適合性の判断②
（基準によらない性能評価）

難易度高

適用可

評価困難

判断

評価

評価

評価基準による評価

不要

その他の要件

中立性

公平性

合意

：

体系の各プレーヤーが具備すべき要件をみたしているか？体系の各プレーヤーが具備すべき要件をみたしているか？

そのことが制度などで保証されているか？そのことが制度などで保証されているか？

 
合意は十分か？合意は十分か？
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制度構築にあたって考慮されるべき事項（その１）

大規模であり、長期にわたって不特定多数に供される特性から大規模であり、長期にわたって不特定多数に供される特性から
事後の対策（保険・賠償・市場原理による淘汰）への過度の依存は？事後の対策（保険・賠償・市場原理による淘汰）への過度の依存は？

建設途中で変状が発覚し、大がかりな手直しが必要となる例もある。
もし、そのまま完成していたら？

 
→

 
問題発覚までの安全性は？

不適合は未然に防止、「危ない橋を渡らせることは許されない！」不適合は未然に防止、「危ない橋を渡らせることは許されない！」

→→

 
事後的措置に依存しない事前の万全の性能審査となっているか？事後的措置に依存しない事前の万全の性能審査となっているか？

縦桁の省略

少数主げた

対傾構・横構の省略

性能保証の課題
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制度構築にあたって考慮されるべき事項（その２）

検査技術・補修補強技術は十分でなく、検査技術・補修補強技術は十分でなく、
事後の性能検証にも限界がある。事後の性能検証にも限界がある。

完成後に深刻な変状等を発見できたとしても、
原因の特定が困難なことが多い。また多様な不具合に対して、

 採用可能な補修・補強等の対策技術は限られている。

さはさは然りながら、やはりフェールセーフも必要？然りながら、やはりフェールセーフも必要？

（例（例

 
：：

 
挽回可能であることも要求性能？）挽回可能であることも要求性能？）

性能保証の課題
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性能保証の課題

制度構築にあたって考慮されるべき事項（その３）

それぞれが極めて特殊な個別条件にある。
ある程度は避けられないと覚悟すべき「想定外？」の事態

維持管理に対して、「想定外を」想定して挽回可能であることも維持管理に対して、「想定外を」想定して挽回可能であることも

ある種の品質保証では？ある種の品質保証では？

ミクロ環境など、事前の適用性評価技術は十分でないミクロ環境など、事前の適用性評価技術は十分でない
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④標準解（みなし適合仕様）の充実

＝
 

メニューの拡大による選択性向上

（例）

・
 

疲労耐久性が確保できる鋼床版や鋼製橋脚隅角部の構造

・
 

疲労耐久性が確保できるコンクリート床版の構造

・
 

コンクリートの塩害、中性化、凍結融解作用などに対する

耐久性向上策

・
 

複合構造（鋼・コンクリート複合構造、ＳＲＣなど）

・
 

様々なプレストレスレベルのコンクリート構造

道路橋示方書の性能規定化
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まとめ（新設への挑戦）

①
 

基準は「可能な範囲で」 「確からしさも含めて」

性能を工学的翻訳により明確化したものへ移行。

②
 

技術審査・評価・認証の体制については

ゼロからの構築が必要（＝全方位に適正化の推
 進が必要な状況）


 

部分係数設計法の導入


 

契約システム
 

（甲乙の役割、資格、位置づけ）


 

対国民、対国際への説明性・合意形成

（中立・透明・公平・技術水準など）


 

定量的な検証方法の確立（特に耐久性など）


 

性能表現の定量化
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データベース

評価指標

推計・予測
施策目標設定

施策実施

施策評価

状況把握

（現況と将来）

マネジメントシステム 知見の集成

点検要領

損傷事例集

補修・補強法
支援支援

活用

技術者育成（システム・教材）

啓蒙啓発（知見の伝達・共有）

人的資源の確保

 （技術力・専門性）
点検・診断技術の開発

補修・補強方法の開発

補修・補強設計法の確立

合理化・高度化

まとめ（管理への挑戦）

①「無理なく」、「無駄なく」、「きめ細かく最適化」

②「戦略と戦術」の確立と「戦力」の確保
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■「道路橋に関する基礎データ収集要領(案）」に関する技術情報

損傷に関する情報の公開損傷に関する情報の公開

国土技術政策総合研究所資料国土技術政策総合研究所資料
 

３８１号３８１号
 「道路橋の健全度に関する基礎的調査に関する研究「道路橋の健全度に関する基礎的調査に関する研究

 ～道路橋に関する基礎データ収集要領（案）～～道路橋に関する基礎データ収集要領（案）～」」

■直轄道路の定期点検に関する技術情報と損傷事例

国土技術政策総合研究所資料国土技術政策総合研究所資料
 

１９６号１９６号
 「道路橋の定期点検に関する参考資料「道路橋の定期点検に関する参考資料
 ～橋梁損傷事例写真集～～橋梁損傷事例写真集～」」

以上、国総研のＨＰよりダウンロードできます！

http://www.nilim.go.jp


	道路構造物の�長寿命化とライフサイクルコスト縮減�に向けた取り組み
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	主げたの大亀裂発生の事例
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	スライド番号 32
	スライド番号 33
	◆　解決の方向性�　「ライフサイクルコスト縮減」と「管理の合理化」
	ライフサイクルコストの縮減手段
	予防保全のため、仕組みの改善
	スライド番号 37
	スライド番号 38
	スライド番号 39
	スライド番号 40
	点検頻度の改訂
	スライド番号 42
	スライド番号 43
	スライド番号 44
	スライド番号 45
	スライド番号 46
	スライド番号 47
	スライド番号 48
	表面伝搬特性
	スライド番号 50
	スライド番号 51
	スライド番号 52
	スライド番号 53
	スライド番号 54
	スライド番号 55
	スライド番号 56
	スライド番号 57
	スライド番号 58
	スライド番号 59
	スライド番号 60
	スライド番号 61
	スライド番号 62
	スライド番号 63
	スライド番号 64
	スライド番号 65
	スライド番号 66
	スライド番号 67
	スライド番号 68
	我が国の情報共有（直轄道路の指標）
	スライド番号 70
	スライド番号 71
	スライド番号 72
	スライド番号 73
	スライド番号 74
	スライド番号 75
	スライド番号 76
	スライド番号 77
	新設段階��～維持管理の足かせにさせないために～
	性能規定化と技術評価
	道路橋示方書の性能規定化�①要求性能を定義
	道路橋示方書の性能規定化
	③技術評価システムの確立�
	スライド番号 83
	スライド番号 84
	スライド番号 85
	スライド番号 86
	スライド番号 87
	スライド番号 88
	スライド番号 89
	スライド番号 90
	スライド番号 91
	スライド番号 92

